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Ⅰ 基本構想の策定 

 １ 基本構想策定の⽬的 

 全てのこどもは育つ環境等の違いに左右されることなく、「児童の権利に関する条約」

の精神にのっとり、適切な養育を受け、健やかな成長・発達や自立が図られることなどが

保障されていなければなりません。 

 

これまで、江東区では、地域における子育て支援拠点として子ども家庭支援センターの

拡充に取り組み、また、こども未来部養育支援課と南砂子ども家庭支援センターが、要保

護児童対策地域協議会の関係機関と連携を密に取りながら児童虐待の未然防止に取り組ん

でまいりました。 

 

しかし、こどもを取り巻く環境に目を向けると、児童虐待、貧困、ひきこもり、障害や

発達に心配のあるこどもへの支援、自己肯定感の低下など、課題が複雑化、多様化してお

り、こどもたちが安心して健やかに成長していけるよう、切れ目のないきめ細かな支援が

急務となっています。 

 

このような中、平成２８年６月の児童福祉法改正で、特別区も児童相談所を設置するこ

とができることになり、本区においても児童相談体制の一層の充実を図り、こどもの最善

の利益を確保するべく、庁内に江東区児童相談所移管推進会議を立ち上げ、児童相談所の

設置に向けた検討を進めることとなりました。 

 

この基本構想は、こどもを取り巻く現状と課題を整理するとともに、住民に最も身近な

相談窓口として、虐待の未然防止や早期発見、虐待の初期対応から在宅支援、親子の再統

合支援や特別養子縁組などのパーマネンシー保障、児童の自立支援まで、一貫した支援体

制の構築に向け、江東区が新たに設置する児童相談所の基本方針や考え方を示すもので

す。今後、この基本構想を基に、基本計画の策定、基本設計・実施設計、具体的な体制整

備の検討に取り組んでまいります。 

 

 

 

 

 

 

基本構想 基本計画

運営計画 業務 
マニュアル

開設 

基本・ 
実施設計 建設⼯事
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２ 基本構想の位置づけ 

基本構想は、児童福祉に関する各法令や政策を踏まえつつ、区の最上位計画である「江

東区基本構想」及び「江東区長期計画」と整合を図るとともに、区の関連する各行政計画

と連携を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

江東区基本構想 

江東区長期計画 

児童福祉法 

児童虐待の防止等に関する法律 

母子保健法など 

江東区児童相談所基本構想 
・江東区地域福祉計画 
・江東区こども・子育て支援事業計画 
・江東区障害者計画・障害福祉計画・ 
障害児福祉計画 

・江東区放課後こどもプラン 
・江東区青少年健全育成基本方針・ 
推進要領及び事業要覧 

・教育推進プラン・江東 
・江東区健康増進計画 
・男女共同参画 KOTO プラン  

など 
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Ⅱ 本区の児童相談⾏政の現状と課題 

１ 体制の現状 

平成１６年の児童福祉法改正により、児童虐待への対応が区市町村の業務として位置

づけられて以降、これまで東京都の児童相談所と区養育支援課及び南砂子ども家庭支援

センターが連携、役割分担をしながら対応しています。 

また、保健相談所をはじめ、様々な区の関係機関が連携し、各種支援サービスを活用し

ながら妊娠期から子育て期にわたり、こどもと家庭を支援しています。 

 

【虐待の重症度等と対応内容及び各機関の役割イメージ（現状）】 

 

 

  

※1 虐待ハイリスク：育てにくいこどもや家庭基盤に問題があるなど、今後放置しておけば虐待が発生

する可能性がある育児困難を抱える世帯群。 

※2 虐待ローリスク：育児に課題を抱えていることもあるが、自己解決力があり、時にはサポートを受

けながら育児を行っている世帯群。 

 

 

 

 

  

虐待ローリスク※2

虐待ハイリスク※1

中度虐待

重度虐待

子ども家庭総合
支援拠点

最重度虐待

児童虐待の重症度と対応内容

保護

保護

保護・在宅支援

情報提供・啓発・
地域子育て支援

児童相談所と本区の役割

都立児童
相談所

子ども家庭支援
センター

重

軽

軽度虐待 在宅支援

集中的虐待発生予防
早期発見・早期対応

保健相談所
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区養育支援課と南砂子ども家庭支援センターを合わせ、令和２年４月に子ども家
庭総合支援拠点として位置づけ、こどもと家庭に関する総合的な相談、実情の把握、
調査、訪問等のソーシャルワーク業務を担っています。主に虐待ハイリスクから中程

度虐待を対応しています。 
支援サービスとして、こどもショートステイ事業や養育支援訪問事業、子育てスタ

ート支援事業、児童家庭支援士訪問事業を実施しています。 

南砂子ども家庭支援センターは社会福祉法人が指定管理者として運営しています。 
 
 

 
  保護者と乳幼児が交流する子育てひろば、広く子育てに関する相談や情報提供、育

児負担の軽減を目的としたリフレッシュひととき保育など、身近な地域の子育て支

援拠点として、区内８か所に設置し、地域できめ細かな支援を行っています。 
令和３年度に、地域での見守りが有効と判断したご家庭を対象に、アウトリーチ支

援を行うことで虐待を未然に防止する取り組みを一部の子ども家庭支援センターで

モデル的に実施し、令和４年度から区内全域で実施しています。全８か所とも社会福
祉法人が指定管理者として運営しています。 
 

 
 

平成２８年度に子育て世代包括支援センター（母子健康包括支援センター）に位置

づけられています。 
   新生児全戸訪問や定期健診など母子保健業務を担い、特定妊婦や要支援の乳幼児

など子ども家庭総合支援拠点・子ども家庭支援センターと連携しています。 

 
 

 児童相談所は、こどもに関する家庭等の相談に応じ、適切な援助を行い、こどもの

福祉の向上を図るとともに、こどもの権利を擁護する機関です。区と連携をしながら
主に重度虐待を対応しています。 
江東区は江東児童相談所が管轄しています。令和元年度までは江東区・墨田区・江

戸川区の３区を管轄していましたが、令和２年４月からは、江戸川区児童相談所開設
に伴い、江東区・墨田区の２区を管轄しています。 

   

    
    児童福祉法に基づく児童発達支援等を行う専門療育機関で、こども発達センター

「塩浜 CoCo」、こども発達扇橋センター「扇橋 CoCo」などがあります。保護者の相談

やこどもへの個別又はグループでの指導を行っています。 
    
    

ワンストップ型教育相談を実施しており、学習・学校生活・不登校・性格や行
動、子育て相談・その他教育相談に対応します。また、不登校児童・生徒の自立を
支援する適応指導「ブリッジスクール」も実施しています。 

 
 
    ひきこもりや不登校をはじめ、概ね 15歳から 40 歳未満の方の幅広い悩みに対

し、個別面談、電話相談、居場所づくりなどのサポートを行う「こうとうゆーすて
っぷ（青少年相談）」を実施しています。 

 

<区内１か所> 
区養育⽀援課＋南砂⼦ども家庭⽀援センター 

⼦ども家庭総合⽀援拠点 

⼦ども家庭⽀援センター <区内８か所> 
深川北、豊洲、有明、住吉、東陽、⻲⼾、⼤島、南砂 

<区内４か所> 
深川、深川南部、城東、城東南部 

保健相談所 

都児童相談所 

児童発達⽀援センター 

教育センター 

⻘少年交流プラザ 
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【関係機関の設置状況】 
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２ 児童虐待の現状 

子ども家庭総合支援拠点の児童虐待受理件数は、区養育支援課と南砂子ども家庭支援

センターの虐待対応部門を合わせた件数です。東京都江東児童相談所の児童虐待受理件

数は、管轄する区域のうち江東区分です。いずれも平成 28年度に比べ大きく増加してい

ます。 

（１）⼦ども家庭総合⽀援拠点の児童虐待受理件数 

    

 

子ども家庭総合支援拠点の児童虐待通告(相談)件数・受理件数 

  年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

通告 

(相談) 

件数 

 区 413 464 511 543 499 611 937 

南砂 514 573 637 678 676 745 680 

計 927 1,037 1,148 1,221 1,175 1,356 1,617 

児童虐待 

受理件数 

新規 区 153 173 196 269 333 322 553 

南砂 191 292 315 343 351 464 443 

計① 344 465 511 612 684 786 996 

継続 区 192 152 123 158 255 314 288 

南砂 135 101 165 152 313 312 378 

計② 327 253 288 310 568 626 666 

合計①+② 671 718 799 922 1,252 1,412 1,662 
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（参考）子ども家庭総合支援拠点の養育困難受理件数 

  担当 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 

養育困難 

受理件数 

新規 区 42 66 57 75 59 72 121 

南砂 91 88 92 62 76 96 73 

計① 133 154 149 137 135 168 194 

継続 区 60 46 56 53 67 65 78 

南砂 37 47 62 88 66 83 80 

計② 97 93 118 141 133 148 158 

合計①+② 230 247 267 278 268 316 352 

 

  （２）東京都江東児童相談所の児童虐待受理件数（江東区分） 
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※令和 4 年度は速報値 
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３ 子育て家庭への支援事業 

本区では、虐待ハイリスクから中程度虐待の対応を子ども家庭総合支援拠点（区養育

支援課と南砂子ども家庭支援センター）で行い、虐待ローリスク層への支援を子ども家

庭支援センターで行っています。 

ここでは、子ども家庭支援センターの活動の現状のほか、社会福祉協議会の取り組み

を紹介します。 

（１）⼦ども家庭⽀援センターの利⽤状況 

子育てひろば利用状況                 (令和4年4月～令和5年3月) 

 深川北 豊洲 有明 住吉 東陽 亀戸 大島 南砂 合計 

こども 

親 

5,718 

5,411 

10,583 

9,710 

12,686 

12,112 

10,749 

10,216 

7,868 

7,352 

13,461 

13,106 

6,569 

6,294 

7,457 

6,666 

75,091 

70,867 

計 11,129 20,293 24,798 20,965 15,220 26,567 12,863 14,123 145,958 

※新型コロナウイルス感染症の影響により、定員制や事前予約制とするなどの感染症対策
を行い運営。 

 

子育て相談                                   (令和4年4月～令和5年3月) 

 深川北 豊洲 有明 住吉 東陽 亀戸 大島 南砂 合計 

相談件数 1,008 689 538 378 815 1,872 736 876 6,912 

相談者数 841 689 538 378 802 1,816 662 760 6,486 

※新型コロナウイルス感染症対策を行い、通常どおり運営。 

 
リフレッシュひととき保育利用状況             (令和4年4月～令和5年3月) 

 深川北(8) 豊洲(8) 有明(8) 住吉(8) 東陽(16) 亀戸(8) 大島(10) 南砂(12) 合計(78) 

予約延人数 1,533 1,593 1,573 1,209 3,076 1,780 2,663 2,456 15,883 

利用延人数 1,226 1,304 1,227 939 2,504 1,401 2,026 1,737 12,364 

利用延時間 3,571 3,791 3,528 2,742 7,216 4,008 5,854 4,902 35,612 

保育日数 242 243 243 200 243 237 241 243  

     (  )内数字は定員数 
※新型コロナウイルス感染症の影響による感染症対策のため、定員枠を8割程度に限定し運

営。 

 

（２）ファミリー・サポート事業 

区内で育児の手助けができる人と育児の手助けを必要とする人からなる会員組織で、

子育て家庭の仕事と育児の両立、一時的な育児支援を図ることを目的とする事業です。 

江東区社会福祉協議会に委託しており、令和 5 年 3 月末現在で利用会員 4,052 人、

協力会員 680 人(うち両方に登録 92人)、活動件数は 1 ヶ月平均 483 件程度となってい

ます。 
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４ 要支援児童等への支援事業 

前述したように、本区では、虐待ハイリスクから中程度虐待の対応を子ども家庭総合

支援拠点で行い、虐待ローリスク層への支援を子ども家庭支援センターで行っています。 
ここでは、子ども家庭総合支援拠点で対応するケースを主な対象（こどもショートス

テイは一部を除き一般利用も対象）とした支援事業の現状を紹介します。 

（１）こどもショートステイ事業 

核家族やひとり親世帯の子育ての負担軽減を目的として、保護者が病気、出産等で家

庭において一時的にこどもの養育ができないときに、宿泊を伴ってこどもを預かって

います。また、育児上のストレス等からこどもに適切な対応ができない保護者に対し、

一時的にこどもを預かることで子育て負担を軽減し、児童虐待を未然に防ぐこともね

らいとしています。利用対象児童は、区内に住所を有する生後 7日目から 15 歳に達す

る日以後の最初の 3 月 31 日までの間にある児童です。平成 29 年度より地域の協力家

庭でショートステイを行う在宅型を開始し、令和 2 年度より乳児院で生後 7 日目から

満 2 歳までの要支援児童のショートステイを開始しています。 

 

こどもショートステイ事業受付件数             (令和4年4月～令和5年3月) 

種類 利用世帯数 利用世帯延べ数 利用児童数 利用児童延べ数 利用日数 

施設型 30 123 43 179 502 

在宅型 39 137 48 154 452 

０歳児 6 17 6 17 82 

 

（２）養育⽀援訪問事業 

産後うつなどの疾病や、経済不安、家族の支援が得られないなどが原因で、こどもの

養育が困難と判断された家庭に、専門の研修を受けた家事支援者を短期的支援として 1

年度あたり 5 回派遺しています。また、要支援児童家庭への見守りと養育支援、こども

の生活支援のため中期的支援として 1 年度あたり 12 回派遣しています。 

 

養育支援訪問事業受付件数            (令和4年4月～令和5年3月) 

 利用世帯数 利用回数 

短期 19 88 

中期 21 211 

計 40 299 
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（３）⼦育てスタート⽀援事業 

若年、予期せぬ妊娠、精神的な疾患、援助者がいないなどの理由で、出産後の児童虐

待のハイリスク家庭の妊婦及び母子を対象とし、区内の助産院で宿泊または通所によ

り、産前産後の母の体調回復のための休養とともに育児指導等による子育て支援を行

っています。 

 

子育てスタート支援事業受付件数         (令和4年4月～令和5年3月) 

 利用世帯数 利用日数 

ショートステイ 10 54 

デイケア 12 76 

 

（４）児童家庭⽀援士訪問事業 

児童虐待の連鎖を予防する活動の一環として行っています。区独自の養成講座を修

了し登録されたボランティアである支援士が、要支援児童等を対象に生活支援と自立

支援指導を行いながら、地域の見守りを行っています。 

 
児童家庭支援士訪問事業受付件数         (令和4年4月～令和5年3月) 

利用児童数 利用回数 

33 587 

 

５ ⺟子保健対策 

本区では身近な場所で相談等が受けられるように区内４か所の保健相談所を設置し

ています。母子保健対策では、母性の保護及び乳幼児・児童の心身ともに健全な育成を

図るために、妊娠届出受理、母子健康手帳の交付、両親学級、妊婦健康診査、新生児訪

問指導、乳児健康診査、1 歳 6か月児健康診査、3歳児健康診査、子育て相談等の健診

や教室、相談事業を行っています。 

 

（１）妊娠届出・ゆりかご面接（妊娠出産⽀援事業） 

妊娠届出を受け、母子健康手帳、母と子の保健バッグ(妊婦健康診査受診票、出生通

知票等)を交付しています。平成25年4月から特定妊婦の早期発見と支援のために妊娠

届にアンケートを追加しています。 

また、すべての妊婦を対象に、保健師などの専門職が出産や子育てに関するサービス

の案内や相談を受ける「ゆりかご面接」を実施しています。 
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妊娠届出とゆりかご面接   (令和4年4月～令和5年3月) 

所 別 妊娠届出件数 ゆりかご面接件数 

城  東  988       995 

深  川 1,311     1,249 

深川南部 1,210     1,209 

城東南部   553      527 

計 4,062 3,980 

 

（２）訪問指導 

① 妊婦訪問指導…母体及び胎児の健康管理の向上のため、20歳未満の妊婦及び40歳

以上の初妊婦、多胎妊婦等を対象に、訪問指導・相談を行っています。 

② 新生児・産婦訪問指導…新生児の健全な発育と産婦の子育てを支援するため、全て

の新生児・産婦を対象に訪問指導・相談を行っています。 

 

妊婦訪問指導と新生児・産婦訪問指導            (令和4年4月～令和5年3月) 

区  分 総 数 
保 健 師 (職員) 助 産 師 (委託) 

城東 深川 深川南部 城東南部 城東 深川 深川南部 城東南部 

妊 婦 実人数   45  12  12  13  8 ― ― ― ― 

新生児 実人数 3,425 274 218 295 158 494 800 820 366 

産 婦 実人数 3,460 271 241 294 174 494 800 820 366 

 

（３）発達相談 

乳幼児の健康診査で経過観察が必要と判断した者を対象に、専門医による相談を実施す

るとともに、理学療法士による指導を行っています。 

 

発達相談                   (令和4年4月～令和5年3月) 

所  別 回  数 受診者数 
受診者内訳 初診者の 

有所見者 

理学療法士に

よる指導 初診者数 再診者数 

城  東 20 248 54   194 54  248  

深  川 18 133 84   49 20  49  

深川南部 18 115 41   74 34  87  

城東南部 16  74 28   46 21  59  

計 72 570 207   363 129  443  
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６ 課題及び解決の⽅向性 

（１）課題 

・近年の児童虐待ケースは内容が複雑・困難なものも少なくないため、児童相談体制の

拡充は喫緊の課題となっています。 

 

・現在、東京都では、区市町村の子ども家庭支援センターを児童相談の一義的窓口とし、

都の児童相談所が専門性の高い困難事例を対応するなど、二つの機関が連携し、虐待

をはじめとした児童相談対応を行っています（児童相談所設置区を除く）。 

 

・しかし、二つの機関が混在することで、相談窓口が分かりづらかったり、児童相談所

で対応することが適当なケースの相談が区にあったり、逆に区で対応することが適

当なケースの相談が児童相談所にあることがあります。また、虐待重症度の変化に応

じて対応機関が切替わることになります。 

 

・これらの事象が起こった場合、その都度、都の児童相談所と区という異なる自治体間

で案件の送致手続きを行う必要があります。これにより、対応までの時間的ロスや、

認識の違いによる支援の一貫性に不備が生じる可能性があり、虐待重篤化のリスク

が高くなる恐れがあります。 

 

・また、児童虐待受理件数も年々増加し、令和 3年度の全国児童相談所における件数は

20 万 7,659 件と過去最高を更新しています。本区においても同様に増加傾向が続い

ており、これにも対応する必要があります。 

 

 

 

 

  

相談内容の
ミスマッチ 

異なる 
⾃治体間での

送致 
時間的ロス 

⼀貫性が 
阻害される

懸念 

求められる 
児童相談 
体制強化 
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（２）解決の⽅向性（区が児童相談所を設置する理由） 

・平成 28 年６月には児童福祉法が改正され、児童相談所の体制や専門性、権限の強化

を図るとともに、複雑・困難なケースに対しきめ細かに対応するため児童相談所設置

自治体が拡大され、特別区においても児童相談所を設置できることとなりました。 

 

・区が児童相談所を設置する場合、虐待予防の取り組みから一時保護などの法的措置の

権限までを区が持つことになり、全ての相談に区が主体となって対応することになり

ます。そのため、迅速かつ機動性をもって対応できるとともに、一貫性をもった支援

ができるようになります。 

 

・更に、基礎自治体である区の強みを生かし、保育・保健・福祉・教育部門などの関連

する部署と連携し、早期発見、早期対応、一時保護、家庭再統合、その後の支援まで、

成長段階や対象家庭に応じたきめ細かで、充実した支援サービスを提供することが

可能となります。 

 

 

 
 
  

迅速性 機動性 ⼀貫性 
きめ細かで 
充実した 

⽀援 

区関係部署
連携による 

総合アプローチ 
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Ⅲ 基本⽅針 

１ 本区が⽬指す児童相談体制 

 （１）目指す姿と取組 

本区の児童相談行政の現状と課題から、以下のとおり目指す姿を設定し、その実現に向け

て各取組を検討していきます。 

 
 
目指す姿 
 

取組 児童相談体制の役割分担と連携強化   
虐待リスクに応じた重層的な⽀援体制の構築 

○ 虐待リスクに応じて、児童相談所と子ども家庭総合支援拠点のどちらが担うべきか、明

確に分けることが困難なケースが少なくありません。 

○ そのため、児童相談所と子ども家庭総合支援拠点の両機関の職員が日常から情報共有

を行い、必要に応じて協働で支援する体制を構築する必要があります。 
 

⼦ども家庭⽀援センターの機能を最⼤限に⽣かした体制づくり 

○ 地域に根づいた８か所の子ども家庭支援センターを生かした支援体制を構築します。 

○ その際、これまで子ども家庭総合支援拠点として連携し虐待対応を行っている区養育

支援課と南砂子ども家庭支援センターについて、より効率的・効果的な対応を図るため、

両機関の業務範囲や役割分担の見直しを図ります。 
 

組織間連携の更なる強化 

○ 組織間連携において生じる手続きや意思決定に至るまでの時間的ロスの削減、担当者

間のコミュニケーション不足による認識のギャップの低減等を図るための方策を検討

します。 

○ 区が担ってきた様々な関係機関と、児童相談所が持つ法的権限と専門性とを活用し、虐

待等の問題に対して、未然防止から調査、援助、保護、施設等への措置はもとより、家

族再統合支援や特別養子縁組等のパーマネンシー保障、自立支援など、切れ目なく一貫

性をもった包括的な相談支援を提供できる体制を構築します。 

○ 児童相談所では、発達に課題のあるこどもに対する支援・相談及び、療育手帳発行の

ための判定を行うため、障害児のための既存サービスとの一体的かつ効果的な執行体

制を検討します。 

こどもの最善の利益のため、様々な関係機関が強固に連携し、 

地域全体でこどもを守り、子育て家庭が支えられる環境 
目指す姿 
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○ 就学相談・教育相談を一体的に行うことは、支援ニーズの早期把握と早期支援につな

がるため、こどもを取り巻く教育環境や家庭環境の改善に向け、効果的かつ効率的な

支援体制を検討します。 

○ 区の関係機関のほか、警察、検察、医療等の専門機関や民間団体等、他機関との連携体

制を構築していきます。 

   
 
 
 

取組 切れ目のない⼀貫した⽀援体制の構築   
児童福祉と⺟⼦保健の⼀体的⽀援 

○ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援の提供にあたり、保健相談所と子ども

家庭支援センター間では、妊娠期から保健相談所の保健師がかかわる中で必要に応じ

て保健師が各センターにつなげる等の役割を担っています。 

○ 早期支援の更なる充実を図るため、児童福祉と母子保健の連携強化について、保健部門

と検討します。 

 
「こども家庭センター」の設置に向けた組織の再編 

○ 令和４年６月の児童福祉法改正により、子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支

援センターの機能を一体化させた「こども家庭センター」の設置が区市町村に求められ、

全ての妊産婦、子育て世帯、こどもに一体的な支援を提供する機関として位置づけられ

ています。 

○ 令和６年４月の施行に向けて、現状の児童相談体制に追加される機能や役割などの課

題整理を進め、効果的かつ効率的な支援体制を構築します。 

 
 
 
 

取組 あらゆる相談に迅速かつ適切に対応できる体制の構築   

○ 児童相談所の整備をはじめ、既存の子ども家庭支援センターや保健相談所などについ

て、課題を抱える家庭だけでなく、幅広く区民にとって親しまれ、安心して相談できる

身近な支援施設となるように工夫する必要があります。 

 

安⼼して相談できる環境の整備 

安心してこどもを産み、いつでも子育て支援を受けることが 

できる環境 
目指す姿 

安心して気軽に相談でき、どこに相談しても対応される環境 目指す姿 
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○ 現在、虐待等の通告窓口については、全国共通ダイヤル１８９、江東児童相談所、区の

虐待ホットラインで受け付けているほか、子育て支援などの相談窓口は、子ども家庭支

援センターや区養育支援課などで行っており、区民にとってわかりにくい状況にあり

ます。 

○ 通告内容と通告を受けた部署のミスマッチなど課題もあるため、通告のあり方や関係

機関に問い合わせのあった虐待相談についても、確実に情報を集約し適切な機関につ

なげるための仕組みづくりが必要です。 

 

専門性の高い相談⽀援の実施 

○ 児童相談所に、心理、障害児など児童に関する専門性の高い機能をどこまで持たせるか

について、保健、障害、教育分野など全庁的な検討を行います。 

 

 

 

 

取組 こどもの権利擁護  
こどもの権利保障 

○ 児童相談行政の遂行にあたっては、「児童の権利に関する条約」及び「児童福祉法」の

精神に則り、こどもの権利を尊重し、こどもの最善の利益を優先します。 

○ 平成 28 年の法改正により、こどもの権利保障が明記され、支援においてこどもが権利

の主体であること、支援の過程等においてこどもも参加することが示され、こどもを含

めた意思決定のあり方について、理念と配慮に基づいた運営がなされる必要がありま

す。 

 

こどもの意⾒表明権の尊重 

○ 支援にあたり、こどもの意見を反映させることで、自己実現、自立に向けて自分の力を

発揮できるような機会を創出していくことが必要です。 
  

通告窓口の⼀元化 

こども一人一人が尊重される社会 目指す姿 
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２ 児童相談所と一時保護所の組織と職員 

（１）想定される児童相談所の組織体制 

 
・上記は一般的な児童相談所の組織体制を示しています。本区のこれまで実施してきた

児童相談対応も考慮し、最適な組織体制を検討します。 

 

（２）想定される全体組織体制 

・本庁と児童相談所の役割分担 

児童相談所は、緊急かつより高度な専門的対応が求められることから、効率的にき

め細かな相談支援を集中的に実施するため、本庁に管理部門を設ける等、児童相談所

をバックアップする体制を検討します。 

・児童相談所と子ども家庭総合支援拠点 

児童相談所と子ども家庭総合支援拠点のどちらが扱うべきケースなのかを明確に分

けることが困難な場合は少なくありません。また、支援対象家庭の状況は常に変化し

ていくため、担当機関のミスマッチや、どちらに属するのか協議をしている間にこど

もの命が脅かされる危険性があります。 

そのため、通告があった際の担当機関の振り分けや、その後の状況変化に伴う担当

機関の変更について、今後、運営計画において具体的な方法や判断基準を検討してい

児童相談所長

管理担当

一時保護担当

児童福祉担当

心理担当

・センター運営・管理全般
・措置費、負担金管理
・会議庶務（受理会議、援助方針会議等）
・研修企画運営、児相システム管理

・一時保護所の施設管理
・保護児童の生活指導等

・初期調査
・一時保護調整

・地域支援
・家族支援
・施設入退所管理、家庭復帰調整
・里親支援、養子縁組

・心理診断、指導
・療育手帳の判定

虐待対策班

地区担当

総合相談担当の検討

本庁舎への設置と
役割分担の検討

・相談受付
・支援拠点との連携受理会議運営

一時保護所長等の検討

人材育成担当の設置検討
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きます。更に、児童相談所と子ども家庭総合支援拠点の狭間にあるケース群を、双方

の職員が一緒にケースワークする「のりしろ型支援」を行います。 

 

（３）職員数の算出 

① 児童相談所と⼦ども家庭総合⽀援拠点 

児童相談所に配置する職員数は、法令等で基準が定められています。これらに基づ

き、児童福祉司は３２名（スーパーバイザー含む）、児童心理司は１６名（スーパー

バイザー含む）の配置を想定しています。また、令和元年の児童福祉法の改正によ

り、医師、保健師、弁護士といった専門職の配置が必要となりました。 

 

医 師：診察、医学的検査等によるこどもの診断、医学的見地からの指示・指導、 

医学的治療等を行うため配置します。 

保健師：医学的、保健的観点からのアセスメントとケア、保健相談所や医療機関等と

の情報交換や連絡調整、関係機関との連絡によるこどもや家族への支援等を

行うため配置します。 

弁護士：児童福祉法第 28条第 1項の家庭裁判所の承認を必要とするものや、今後施

行される予定の一時保護開始時の司法審査、その他の法的な対応が必要とな

ることがあります。そのため、常に、弁護士による助言又は指導の下で適切

かつ円滑に行うために配置します。 

 

子ども家庭総合支援拠点に配置する職員数は、「市区町村子ども家庭総合支援拠

点」設置運営要綱で児童人口に応じた基準と、児童虐待相談対応件数に応じて虐待対

応専門員を上乗せ配置することが定められています。これらに基づき、子ども家庭支

援員及び虐待対応専門員は計３０名、心理担当職員は４名の配置を想定しています。 

なお、基準では、本区は「大規模型」となり、子ども家庭支援員５名、虐待対応専

門員４名（虐待相談対応件数に応じた上乗せ配置規定あり）、心理担当職員２名と定

められていますが、特に心理担当職員については、子ども家庭総合支援拠点での心理

アセスメントやこども・保護者への心理的ケアなど、より有効な支援につながる方策

と必要な体制について、引き続き検討していきます。 

※今後法改正や虐待件数の推移等で配置数は変更する可能性があります。 
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② ⼀時保護所 

職員数の算定にあたっては、次の点を踏まえて検討します。ただし、令和４年の児

童福祉法改正（令和６年施行）において、各都道府県では一時保護所の要件等に関す

る基準を制定することとなっています。制定された基準等に基づき配置数を変更する

可能性があります。 
 

・児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の規定を準用し、職員数を算定する。 

・勤務体制を５交代（早番、日勤１、日勤２、遅番、夜勤）とする。 

・定員構成は幼児、男子、女子とする。 

・研修や会議の時間の確保、夏季休暇、祝日の振替等への対応を考慮した職員体制

とする。 

・夜勤明けに週休日を設定する等、勤務する職員にとって無理のない勤務体系とする。 

 

江東児童相談所の実績値より定員を３０名に設定します。児童指導員及び保育士を

３６名、看護師を１名配置します。このほか、個別対応が必要なこどもに学習指導や

生活指導等を行う個別対応職員を確保します。 

※今後法改正のほか、虐待件数の推移等で配置数は変更する可能性があります。 

（４）職員の確保 

児童相談所と子ども家庭総合支援拠点は、児童相談を支える両輪であり、双方の機

関の職員を確保する必要があります。 

① 新規採⽤ 

経験者採用も活用しながら計画的に採用を行っていきます。また、確保困難な職種

に関しては任期付採用の活用も視野に入れて確保していきます。 

 

② 既存職員の活⽤ 

現在、虐待対応を担っている養育支援課の虐待対策ワーカーのほか、他部署でも職

員の適性や情熱を踏まえ活用していきます。 
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（５）職員の育成 

① 他⾃治体の児童相談所等への派遣研修  

児童相談所業務は高い専門性が求められていることから、東京都や近隣自治体の児

童相談所への派遣を引き続き実施します。また、社会的養護に関する知識習得のため

児童相談所以外の児童養護施設等への派遣も検討していきます。 

 

② 研修受講と⾃己啓発 

新人からベテラン職員まで、研修に参加することは、新たなスキルの習得やこれま

でのケースワークの見直し、最新の情報や他自治体職員との交流を通じた士気の向上

など、様々な効果が見込めます。特別区職員研修所や東京都児童相談センターが実施

する各種研修に計画的に参加していくほか、専門職がより専門的な技術を獲得できる

よう専門研修の充実を図っていきます。 

また、児童相談所などの勤務経験が浅い職員に対して、児童相談所ＯＢなど経験豊

富な職員がチューター制度などを活用しながら職員を育て、支える体制づくりを検討

していきます。 

庁内職員の意識醸成・啓発については、勉強会を実施し児童相談行政へ関心のある

職員のすそ野を広げていきます。 

加えて、職員の育成・研修計画を専門的に担う職の新設も検討していきます。 

 

③ 配属先の構築 

複合的な課題を抱えているこどもや家庭への対応では、福祉制度や地域の社会資源

などを知っていることで、幅広い視点から支援を組み立てることができるようになり

ます。 

このような知識・経験を持つ職員を育成するためには、子ども家庭総合支援拠点で

の業務経験や児童相談所などでの派遣研修だけでなく、区が担う福祉分野や保育所、

母子保健分野などでの経験が有効となります。 

そのため、児童相談所と関連部署とのジョブローテーションや、他自治体との人事

交流など、キャリアパスについて検討していきます。 
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３ 一時保護所 

児童福祉法第３３条において、児童相談所長は、必要があると認めるときは、児童の

安全を迅速に確保し適切な保護を図るため、または児童の心身の状況、その置かれてい

る環境その他の状況を把握するため、児童の一時保護を行い、又は適当なものに委託し

て、当該一時保護を行わせることができると規定されています。 

 

（１）⼀時保護所の設置 

 上記の必要性や、設置先行区の状況により、一時保護所の設置は必須であることから、

児童相談所と同時に設置する方向で検討していきます。 

  

 （２）⼀時保護所の設え、運営⽅針 

   共感的傾聴を基本とし、安心して過ごすことができる環境の整備、こどもの意見表明

権の確保、プライバシーへの配慮など、こども一人一人の権利が尊重されるよう、施設

の設えから運営方法まで検討してきます。 

 

  【居室空間】 

・居室は個室を前提に検討します。ただし、兄弟姉妹での入所も考慮し複数名の居室も

検討します。 

・児童を受け入れる定員数、及び居室数は現在運営している東京都児童相談所や区児童

相談所の状況も鑑みながら検討します。 

・居室面積は児童福祉施設の整備及び運営に関する基準に準じ検討します。 

・児童と保護者の関係性をより深くアセスメントし、家庭復帰の判断にも参考にできる

よう、児童と保護者が一時的に生活できる居室の設置も検討します。 

 

【運営】 

・保護されたこどもが感じる怒り・悲しみ・絶望・無力感などに対応できるよう、こど

もが安心して過ごせる配慮と個別的ケアが必要です。専門的なスキルを持つ職員の

配置を含め、これらに対応する運営が求められます。 

・性的マイノリティへの配慮も含めた男女の処遇や、一時保護理由による処遇など、こ

どもにとって最適な処遇を検討します。 

・こどもが自身の考えを伝えることができ、その考えが検討・反映される運営方法も検

討する必要があります。 
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なお、令和４年の児童福祉法改正（令和６年施行）において、新たな一時保護所の設

備・運営基準が制定されることとなっていますので、示された際にはその基準等も満た

すよう修正を行います。 

  

 （３）⼀時保護委託 

一時保護委託には以下のようなものがあります。 

 

・乳幼児（概ね２歳未満） 

こどもの状況に応じて里親若しくは、乳児院、病院等へ一時保護を委託します。 

・幼児以上（概ね２歳以上１８歳未満） 

こどもの行動上の問題や虐待の影響等への専門的なケアの必要性に応じて、里親、

児童養護施設、病院、その他児童相談所長が適当とした者に一時保護を委託すること

ができます。 

 

今後、円滑な一時保護委託に向けて、これからの社会的養護において拡充が求められ

ている里親をはじめ、施設等に協力を求めていきます。 
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４ 予防的支援の拡充 

   本区では、これまで、保健相談所における母子保健分野の活動において、産前産後の

両親学級や保護者のグループ相談など、養育を助ける保護者同士のつながりを作る活動、

保健師による家庭訪問や地区活動による支援活動など、すべての妊産婦・乳幼児を対象

にしたポピュレーションアプローチを実施してきました。 

また、子ども家庭支援センターでは、一時預かりや、気軽にできる子育て相談などの

様々な子育て支援サービスによる保護者の「育児負担の軽減」や「孤立感の解消」に努

め、こどもの虐待予防を図ってきました。 

   今般、支援が必要な家庭により早期に、かつ、きめ細かな対応を行うことが重要と考

え、子ども家庭支援センターにおいて、虐待が起こる前にアウトリーチ支援を行う見守

り支援機能の強化を令和３年度にモデル実施を、令和４年度から本格実施しました。こ

の予防的支援の推進により、更なる虐待の未然防止を図ります。 

 

【予防的支援の推進による虐待未然防止】 
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５ 社会的養護 

（１）社会的養護の基本⽅針 

   平成２８年の改正児童福祉法により、家庭養育優先の原則が明示され、施設中心の養

育からの転換が求められています。 

 

 

また、改正法の主旨を具現化するために平成２９年に策定された「新しい社会的養育

ビジョン」において、これからの社会的養護は、単に虐待等のない良好な生活基盤だけ

でなく、傷つきからの回復を促進する生活基盤となることを重視し、より家庭に近い環

境での養育の推進が必要としており、里親等を中心とした家庭と同様の養育環境が求

められています。 

① ⾥親制度の推進 

   本区においても家庭養育優先の原則に従い、里親登録世帯を増やしていかなければ

なりません。そのためには、里親制度の認知度の向上や、効果的なリクルート活動、充

実した研修制度、里親委託中の里親へのサポート等、包括的な取組が不可欠です。 

 

  【普及啓発】 

従来から実施している養育家庭（里親）体験発表会や、虐待予防月間、江東こども

まつり、江東区民まつり等での周知活動、東京都で実施する出張して制度等を説明す

る出前講座の積極的な PRなど、講演会等の開催を通じて里親制度の普及啓発に努め

ていきます。 

 

 

 

 

厚生労働省資料より抜粋 
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  【既存の社会資源の活用】 

 既存事業として実施するこどもショートステイ事業の協力家庭員は、本区独自の

研修を受け面談等を経て登録されており、社会的養護に対する考えや養育スキルな

どが優れた方々が多くいます。これらの協力家庭員は、将来の里親の担い手ともなり

うる可能性があることから、協力家庭員の拡充にも努めていきます。 

更に、本区独自の取り組みである日常生活支援及び見守りを行うボランティアの

児童家庭支援士を活用し里親支援を行っていきます。 

 

【民間団体等の活用】 

民間活力を導入し、民間団体等への委託が可能な業務（フォスタリング業務等）に

ついては、民間活力を積極的に活用することによる効果的・効率的な運営を検討する

とともに、区が情報管理や指導、委託後のサポートができる体制を検討します。 

 

② 施設のあり⽅ 

   家庭養育優先の原則から里親等を中心とした、家庭と同様の養育環境が求められて

いますが、里親を急激に増やすのは困難です。   

また、「新しい社会的養育ビジョン」では、里親への転換が必要であると示されてい

る一方、高度なケアが必要な児童の受け入れ先や治療先としての施設のあり方や、平成

３０年に国が通達した「「乳児院・児童養護施設の高機能化及び多機能化・機能転換、

小規模かつ分散化の進め方」について」でも「地域の社会的養育を支える専門的な拠点」

としての施設のあり方が述べられています。このような専門的な拠点は、今後更なる需

要が見込まれているショートステイや、里親業務の全般を担うフォスタリング機関の

担い手としても有力な候補であるとされています。 

現在、江東区内にはもともと乳児院や児童養護施設といった施設は無く、東京都の東

部でみても西部と比べ少ないのが現状です。 

今後、このような現状を踏まえ、施設の必要性についても議論が必要です。 

 

フォスタリング業務 

里親のリクルート及びアセスメント、里親登録前後及び委託後における里

親に対する研修、こどもと里親家庭のマッチング、こどもの里親委託中に

おける里親養育への支援、里親委託措置解除後における支援に至るまでの

一連の過程において、こどもにとって質の高い里親養育がなされるために

行われる様々な支援や取り組み 
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【施設の状況】 

   乳児院・・・・・・・ 11 箇所 

児童養護施設・・・・ 54 箇所 

（その他千葉県3箇所・神奈川県1箇所に都立児童養護施設） 

児童自立支援施設・・ 2 箇所 

 

※令和4年5月1日現在 東京都HP掲載情報により事務局が作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 家族再統合に向けた⽀援 

  介入により親子分離したこどもの親子関係の修復は、多様で複雑な課題を抱えてい

ます。保護者が虐待を否認し児童相談所と対立関係にある場合も多く、支援に困難な側

面を持っています。 

親子の支援にあたっては、安定した環境における親子の関係性が重要であることか

ら、PCIT（親子相互交流療法）、ペアレントトレーニングなどの保護者支援プログラム

について、外部の専門機関のノウハウを活用するとともに、積極的な先進的取り組みの

情報収集、調査・検討、研修を行うことで、より有効な保護者支援プログラムを提供し、

その利用支援に努めていきます。 

また、児童相談所と施設等の関係機関が共通の理解と評価を基に保護者とこどもを

支援できるよう、入所施設のソーシャルワーカーと協働する体制を整備していきます。 
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④ 特別養⼦縁組の活⽤ 

    実家庭で養育ができないこどもや、家庭復帰に努力をしても実家庭に戻ることが困

難な代替養育を受けているこどもの場合、平成２８年の改正児童福祉法で示された家

庭養育優先の原則に基づき、パーマネンシー保障としての特別養子縁組を有力、有効な

選択肢として考えるべきであることから、ソーシャルワークにおいて、その活用を十分

考慮していきます。 

 

（２）児童の⾃⽴⽀援 

   現代社会の自立的生活に必要となる社会的基盤は、安定的な居住環境や、生活を維持

できる水準の所得、適切な労働条件下での就労などが挙げられますが、社会的養護を経

験した若者は、これらの社会的基盤が十分でないことが多いと言われています。こうし

た若者の自立をサポートするため、年齢で区切ることなく、区の様々な支援事業の活用

も含め、広く継続的な支援を検討していきます。  
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６ 児童相談所設置市事務 

児童福祉法第 59 条の４第１項及び同法施行令第 45 条の３により、児童相談所設置

市が行うべき事務が定められています。現在都によって処理されているこれらの事務

が本区に引き継がれることとなります。 

なお、このことは、児童相談所設置市として指定を受けるにあたり必要となる手続き

が示されている厚生労働省発出の『平成 20 年８月 29 日雇児総発第 0829001 号「児童

相談所を設置する市について」』において通知されています。 

今後、本区における、児童相談所設置市事務の進め方などについても検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童相談所設置市事務 

項 事務 内容 根拠 

１ 児童福祉審議会の設置

に関する事務 

児童、妊産婦、知的障害者の福祉に

関する事項、母子保健に関する事項

を調査審議し、意見を述べる。また

知事の諮問に応え、関係機関に意見

を具申する。 

法第8条、法第9

条 

２ 里親に関する事務 里親希望者に対して、里親として適

当であるか調査し、適当であるもの

を里親として認定する。 

法第6条の4、法

第11条など 

３ 児童委員に関する事務 児童委員の指揮監督及び研修を行

う。 

法第17条、第18 

条の2 

厚生労働省通知（雇児総発第 0829001 号 平成 20 年 8 月 29 日） 
「児童相談所を設置する市について」の「１ 児童相談所設置市の考え方」より 
 
 児童相談所は、児童福祉行政の中核として、子どもに関する家庭その他から
の相談に応じ、子どもが有する問題又は子どもの真のニーズ、子どもの置かれ
た環境等を的確に捉えるとともに、個々の子どもや家庭に最も効果的な援助を
行う行政機関として設置されるものである。 
 こうしたことから、児童相談所設置市においては、児童相談所における相談
業務のみならず、援助活動を実施するための児童福祉施設の設置の認可、里親
の認定、要保護児童の保護措置及び児童福祉法の適用がある少年について強制
措置を必要とする時の家庭裁判所送致等の実施等を一貫して行うことが必要で
あり、児童相談所設置市の事務の範囲は指定都市が行うこととしている事務と
同様のものである。 
 児童相談所設置市となるためには、こうした事務を遂行するための人的体制
等の整備が必要である。 
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４ 指定療育機関に関する

事務 

結核罹患児童の医療に係る療育の給

付、給付事務を委託する病院（指定

療育機関）の指定を行う。 

法第 20 条など 

５ 小児慢性特定疾病の医

療の給付に関する事務 

小児慢性特定疾病にかかっている児

童の保護者への医療費の支給、医療

機関の指定等を行う。 

法第19条の2など 

６ 障害児入所給付費の支

給等に関する事務 

障害児入所給付費、高額障害児入所

給付費及び特定入所障害児食費並び

に障害児施設医療費の支給を行う。 

法第24条の2など 

７ 児童自立生活援助事業

に関する事務 

児童自立援助事業の届出に関するこ

と、児童自立生活援助事業に係る検

査等、制限又は停止を行う。 

法第34条の4～法

第34条の6 

８ 児童福祉施設に関する

事務 

児童福祉施設の設置認可等を行う。 法第35条、第58 

条など 

９ 認可外保育施設に関す

る事務 

認可外保育施設への指導監督等を行

う。 

法第59条、第59

条の2 

10 小規模住居型養育事業

に関する事務 

小規模住居型養育事業の届出、検

査、制限又は停止を行う。 

法第34条の4～第

34条の6 

11 障害児通所支援事業に

関する事務 

障害児通所支援事業等の届出、検

査、制限又は停止を行う。 

法第34条の3、第

34 条の5など 

12 一時預かり事業に関す

る事務 

一時預かり事業の届出、検査、制限

又は停止を行う。 

法第34条の12、

第34条の14 

13 障害福祉サービス等情

報公開に関する事務 

障害児入所施設等、指定障害児通所

支援及び指定障害児相談支援事業者

の情報公開を行う。 

法第33条の18、

障害者総合支援

法第76条の3 

14 民間あっせん機関によ

る養子縁組のあっせん

に関する事務 

民間あっせん機関の許可等、規定事

由の事象が発生した際の民間あっせ

ん機関からの報告、民間あっせん機

関への指導及び助言等を行う。 

民間あっせん機

関による養子縁

組のあっせんに

係る児童の保護

等に関する法律

第6条、同法第32 

条、同法第38条

～第40条など 

    

国の通知等により児童相談所が処理する事務 

項 事務 内容 

15 特別児童扶養手当に係

る判定業務 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律に規定する障害

児、及び重度障害児についての知的障害の認定診断書の

作成については、児童相談所も行うことができる。 

16 療育手帳に係る判定業

務 

療育手帳制度の申請を受けた福祉事務所は、児童相談所

又は知的障害者更生相談所を経由して都道府県知事等に

進達する。児童相談所又は知的障害者更生相談所は、交

付対象者について判定を行い、判定結果を記入の上、都

道府県知事等に進達する。 
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⽤語解説 

あ⾏ 

○ アウトリーチ⽀援 
対象者の把握だけに留まらず、積極的に対象者のいる場所に出向いて働きかける支援の

こと。 

○ アセスメント 
対象者の課題解決に必要な情報を集め、状況の把握と分析を行い、必要な支援を考える

こと。 

○ ⼀時保護委託 
児童福祉法第３３条に基づき、児童相談所長は児童の一時保護を行うことができるが、

一人一人のこどもの状況に応じ、適切な援助を確保するため、児童福祉施設等に一時保

護を委託すること。 

○ ⼀時保護所 
児童福祉法第３３条に基づき一時保護した児童を一時的に預かる施設。 

か⾏ 

○ 家庭養育優先の原則 
平成２８年の改正児童福祉法第３条の２に規定された、こどもの養育環境に関する考え

方。国及び地方公共団体は「①家庭での養育」がされるよう支援しなければならない。

ただし、①が困難であり又は適当でない場合は「②家庭における養育環境と同様の養育

環境での養育」がされるよう、また、①②が適当でない場合は「③できる限り良好な家

庭的環境での養育」がされるよう、必要な措置を講じるよう法で規定された。 
 
○ キャリアパス 

資格の有無や熟練の度合い、職務遂行能力、勤続年数などにより、どの程度の職位やポ

ストにつけるのか、という基準や要件を示した人事制度。 

○ ケースワーク 
困難な課題、問題をもった個人や家族が主体的に生活できるように支援、援助するこ

と。ソーシャルワークの中核に位置付けられる社会福祉援助技術体系の一つ。 
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○ ⼦育て世代包括⽀援センター 
主として妊産婦及び乳幼児並びにその保護者を対象とし、実情を把握し、妊娠・出産・

育児に関する各種の相談に応じ、必要に応じて支援プランを作成するなどして、妊娠期

から子育て期に渡り、母子保健施策と子育て施策を切れ目なく提供することを目的とし

た機関。母子保健法に規定されている（法律上の名称は「母子健康包括支援センター」）。 

○ こどもの意⾒表明権 
児童の権利に関する条約第１２条において規定されている権利で、こどもが自分自身に

関する全てのことについて、自由に自己の意見を表明することのできる権利のこと。 

さ⾏ 

○ ⾥親 
児童福祉法第６条の４に基づき、保護者のない児童又は保護者に監護させることが不適

当であると認められる児童を養育することを希望する者で、都道府県知事が適当である

と認める者。 

○ 児童養護施設 
保護者のない児童や虐待されている児童、その他環境上養護を要する児童を入所させる

児童福祉施設。要保護児童の養護、退所した者に対する相談や自立のための援助を行う

施設。 

○ ジョブローテーション 
業務経験・能力開発等を目的に、人事計画に基づいて行う人事異動のこと。 

○ スーパーバイザー 
児童福祉司や児童心理司等の職務遂行能力の向上を目的として、指導及び教育にあたる

者。 

○ 性的マイノリティ 
生物学的な性（からだの性）と性の自己意識（こころの性）が一致しない人、性的指向

が、同性や両性に向いている人など、社会的には少数派となる人たちのこと。 

○ ソーシャルワーク（ソーシャルワーカー） 
生活していく上での問題を、社会資源を用いて解決したり緩和したりすることで質の高

い生活を支援する社会福祉援助技術のひとつ。または、それを行う者。 
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た⾏ 

○ チューター制度 
経験豊富な職員等が指導者となり、主に１対１の関係で相手を教育し導いていくこと。 

○ 特定妊婦 
出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦。 

○ 特別養⼦縁組 
こどもの福祉の増進を図るために、養子となるこどもの実親（生みの親）との法的な親

子関係を解消し、実の子と同じ親子関係を結ぶ制度。 

な⾏ 

○ 乳児院 
乳児を入所させて養育し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行う児童福

祉施設。 

は⾏ 

○ パーマネンシー保障 
家庭養育優先の理念のもと、実親による養育が困難であれば養子縁組を提供するなどし

て、こどもに永続的な人間関係や生活の場を保障すること。 

○ ポピュレーションアプローチ 
リスクの有無や大きさに関わらず、集団に対して働きかけるアプローチのことで、対象

を限定しないことで集団全体の潜在的なリスクの予防・軽減を目的としたもの。 

や⾏ 

○ 要保護児童対策地域協議会 
児童福祉法第２５条の２に基づき、要保護児童等の適切な保護を図るために関係機関等

で構成され、地方公共団体に設置される協議会。必要な情報交換を行うとともに、要保護

児童等に対する支援の内容に関する協議を行う。 
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